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要

浮遊粒子状物質による大気汚染は長期間にわたって高濃度横ばいの状態が続いてお

り，特に埼玉，東京等，1都3県の自動車排ガス測定局の大半は環境基準が達成され

ていない。しかしそうした沿道大気に及ぼす自動車走行起源の粒子の影響については

十分に解明されておらず，沿道での浮遊粒子状物質環境基準の達成に必要な自動車排

ガス中粒子の削減目標量は明らかにされていない。

そこで，本論では広域拡散シミュレーション手法を用いずに，全国の自動車排ガス

測定局の浮遊粒子状物質濃度等測定結果等を解析することにより，沿道大気中の浮遊

粒子状物質環境基準達成に必要な自動車排ガス中の粒子削減量を推定した。その結果，

道路近傍における大気中の浮遊粒子状物質濃度への自動車走行の寄与率は概ね41～63

％，自動車排ガスのみの寄与率は33～55％の所が多く，全国の自動車排ガス測定局の

大半が環境基準を達成するために必要な自動車排ガス中粒子の削減量は概ね75％程度

であると推定された。

1　は　じ　め　に

長期間にわたって浮遊粒子物質（直径10〟m以下の

粒子のことで以下SPMと示す）による大気汚染は高

濃度横ばいの状態が続いており1），特に道路近傍では

著しい汚染状態となっている2）。同様に高濃度横道い

の汚染状況が続いているNO2汚染については，対策

の効果が限にみえて現れているとはいえないが，既に

20年以上の自動車排ガス対策の歴史がある。しかし，

S PM汚染対策としての自動車排ガス規制はようやく

始まったばかりであり，早急な実効性のある対策が求
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められている。

S PM中で大きな割合を占めると言われるディーゼ

ル排気微粒子は呼吸器系疾患の原因になるばかりでな

く，発ガン性を有することも既に嵯峨井らの動物実

験3）で明らかにされており，過去40年間に日本男性の

呼吸器系ガンが5倍以上に急増していること4）との関

連性が危惧されている。

一般に，大気汚染物質の対策を立案，検討する場合，

発生源と環境濃度の関係を拡散モデル5）やリセブター

モデル6）によって解明し，大気中濃度への発生源寄与

を明らかにすることによって行われる。しかし，SPM



はNOx以上に発生源が多様であることから，発生

源別の排出実態が十分に把握されておらず，拡散モデ

ルやリセブターモデルへの入力データが極めて不足し

ているため，現段階ではNO2やSO2なみのシミュ

レーション精度は得られていない7）8）。特に「1時間

値の1日平均値が0．1mg／d以下であり，かつ1時

間値が0．20mg／ポ以下」という環境基準値を著しく超

過している沿道大気中のSPM汚染に及ぼす自動車排

ガスの影響については，早急な解明が求められている。

そこで，本論では従来のシミュレーションモデル5）

による方法とは別に，全国の自動車排ガス測定局（以

下，自誹局という）で常時監視されたSPM濃度等を

解析して，沿道における大気中SPM濃度の環境基準

達成に必要な自動車排ガス中粒子の削減量を推定した。

2　方　　　法

平成8年度版自動車排出ガス測定局測定結果報告2）

に掲載されている有効測定局のS PM及びNOx，

NO2濃度測定結果を用いて集計解析した。

同報告書によれば平成8年度の全国白排局のうち，

年間6000時間以上の測定時間を有する有効測定局数は，

S PMが227局，NOxが373局であった。また，一般

環境のSPM及びNOx濃度については平成8年度版

一般環境大気測定局測定結果報告書1）から，SPMの

有効測定局1533局，NOxの有効測定局1461局のデー

タを用いた。

また，自動車排ガス中の粒子と自動車走行による道

路からの巻き上げ粒子の割合を検討するため，国道4

号沿いの草加花栗白排局と，道路から200m離れた

草加保健所一般環境局（以下，環境局という），国道

17号沿いの鴻巣天神自排局と800m離れた鴻巣市役

所環境局のコンテナ上にアンダーセンサンプラーを設

置し，それぞれ各1週間ずつ4回にわたってSPMを

分級採取し，粗大粒子，微小粒子濃度を求めた。

3　結果及び考察

3・1　自排局及び環境局におけるS PM及び

NOx濃度

自排局及び環境局の環境基準達成局数の推移を図1

に示した。環境局は平成8年度の有効測定局1533局中

1070局が達成，463局が非達成，自排局は有効測定

局227局中95局が達成，132局が非達成であった。

環境局の環境基準達成率の推移をみると，平成2年

度以降，わずかに達成率の向上が見られ平成5年度か
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図1　日本全国のS PM環境基準達成状況の推移

平成8年度全国一般環境局測定結果報告及

び平成8年度全国自動車排ガス測定局創倭

結果報告（環境庁）により作図

らは概ね60％台を維持，平成8年度は69．8％に上昇し

た。一方，自排局の達成率は環境局に比べると変動が

大きく，平成2年度以降は徐々に達成率が向上したが，

平成5年度の41％以降，平成8年度の41．9％まで概ね

槙這い傾向を示した。特に，埼玉，東京，千葉の自排

局は，平成7年度までの数年間，全局が環境基準非

達成で，平成8年度になってようやく干葉，東京の

各1局ずつが達成したという状態であり2），関東地方

におけるS PM環境基準達成率はNO2以上に低く，

深刻な状況となっている。環境局でも平成8年度の達

成率は東京18．4％，埼玉8．8％，千葉19．5％，神奈

川32．1％であり，全国平均と比べると極めて低かった1）。

表1に解析対象とした自排局と環境局の有効測定局

全局の平成8年度のSPM及びNO2，NOx濃度の

平均値を示した。白排局のS PM濃度年平均値は平均

47．2〟g／ポで環境局との濃度差は12．6／Jg／ぷ，環境局

濃度に対する自排局濃度の比では1．36倍であった。こ

れはNO2濃度の差及び比の15．5ppb，1．90倍，NOx

感度の差及び比の52．9ppb，2，71倍と比べると著し

く小さく，沿道環境と一般環境のS PM濃度の差が



表1　全国常時監視測定局のS PM，N02，NOx濃度測定結果平均値

S P M （〃g／ぷ） N O 2 （ppb） N O x （ppb）

自排局　　 一般局 自排局　　 →般局 自排局　　 一般局

有効測定局数 227局　 1533局 373局　 1461局 373局　 1461局

日平均値＊ 101．2　　　　 79，0 53．9　　　　 34．6

年平均値 47．2　　　　 34．6 32．8　　　 17．3 83．9　　　　 31．0

（自排局濃度）←（一般局濃度） 12．6 15．5 52．9

濃度比 （自排局濃度／環境局濃度） 1．36倍 1．90倍 2．71倍

＊SPMは2％除外値、NO2　は98％
一般局の値は、平成8年度全国一般環境局測定結果報告（環境庁）の濃度階級別出現分布図
から計算した。

NOx，NO2濃度に比べて小さいことが示された。

なお，サンプル数が環境局の1461～1533局に対し，自

排局が227～373局と少なく，設置都市等の分布に偏り

があれば大きな誤差要因となる可能性があるが，概ね

この差が沿道居対象道路からの自動車走行の直接影響

と考えられよう。したがってね道大気中のS PM濃度

への自動車走行の汚染寄与率は，S PMの毘巨離減衰が

NOxより小さいこと9）10）を考慮しても，NOxよ

りはかなり低くなることが示唆された。

3・2　S PM濃度の年平均値と「日平均値の2

％除外値」及びNOx濃度年平均値との

関係

一般にSPM等による大気汚染の慢性的健康影響を

考える場合，あるいはSPM，NOx対策として発生

源からの排出量と濃度の関係を明らかにする場合には，

より安定した数値である年平均値が用いられる。しか

しS PMの環境基準の達成，非達成は長期的評価と呼

ばれる「日平均値の2％除外値」で評価されることに

なっている。即ち，1年間測定された日平均値を高濃

度順に並べて，高い方から2％を除外して，その次に

高い日平均値が環境基準値0．1ng／d（100〟g／ぷ）を

超過したかどうかで評価される。したがってこの「日

平均値の2％除外値」と，より安定性のある年平均値

の関係を解析して環境基準値である「日平均値の2％

除外値」に相当する年平均値を対策の目標値として明

らかにしておく必要がある。

そこで，SPMの年平均値と「日平均値の2％除外

値」の回帰式を求めた結果（図2），年平均値をⅩと

すると「日平均値の2％除外値」Yは

Y＝1．95Ⅹ＋8．9，r＝0．92　‥‥‥①

で表された。したがって，「日平均値の2％除外値」

で評価されるS PM環境基準値100〟g／dに相当す
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図2　自排局におけるS PM濃度の年平均値と

2％除外値の関係（n＝227）

平成8年度全国自動車排ガス測定局測定結

果報告（環境庁）により作図

る年平均値は①式から46．7〃g／ぱと算定された。

一方，自動車排ガス削減の効果の大きさを検討する

ため，自動車排ガスの指標として従来からよく研究さ

れて童たNOx濃度とNO2及びSPM濃度（年平均

値）との関係についても，最も高い相関係数となるよ

う回帰式を作成した。図3に示したようにNO2濃度

はNOx濃度が高濃度となるに従って伸びが徐々に小

さくなるべき乗近似式

Y＝2．02Ⅹ0　63，r＝0．90　…・②

で表された。このことは，高濃度地域では，NO2生

成に関与する03量に対して，既に過剰なNOがある

ため，NOx排出量を低下させてもNO2濃度が直線

的には低下しないことを示しており，これがNO2汚
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図3　自排局におけるNO2濃度とNOx濃度

（年平均値）の関係（n＝373）
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果報告（環境庁）により作図
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図4　自排局におけるS PM濃度とNOx濃度

（年平士別直）の関係（n＝227）

平成8年度全国自動車排ガス測定局測定結

果報告（環境庁）により作図

染の改善しない原因の一つとなっている。一方，SPM

濃度とNOx濃度の関係はべさ乗近イ以よりは直線回帰

式である。

Y二0．Z6Ⅹ＋25．4，r＝0．71‥‥＝③

で表された（図4）。本来，自動車排ガス中に含まれ

る一次汚染物質としての粒子状物資は炭素成分等が中

心11）であり，NOのように沿道でただちにNO2等

の他物質に変化していくような性質でないことを考え

れば，沿道でのS PM濃度は自動車排ガス中の粒子状

物質（以下，自動車排出PMという）の削減によって

直接的に低下するものと考えられる。即ち，S PMは

発生源が多様ではあるが，真剣に発生源寄与率が大き

いと考えられる自動車排ガス中PMの削戚対策を行う

ならば，二次生成粒子の削減は困難としても，NO2

よりは濃度レベルを低下させ易いことが示唆された。

－－l・－・

3・3　沿道大気中S PM濃度に占める自動車排

出PMの寄与率

S PM環境基準達成等に必要な自動車排出PM削減

量を明からにするため，全国白排局及び環境局の測定

結果を基礎として，沿道大気中における自動車排出P

Mの寄与率を推定した。

表1から，S PM濃度年平均値は白排局が47．2〃g／

d，環境局が34．6〃g／dなので，前述のようにその差

Ⅰ2．6〟g／ポが平均的な沿道での自動車走行（自動車排

出粒子及び巻き上げ粒子）の直接的な寄与分と考えら

れる。

これまで一般環境における自動車排出PMの寄与率

については新井1日）が横浜市内で24．2％，鎌滝12）が

都内平均として47．7％程度であると報告している。ま

た，南関棄9地点で行われた貨物輸送の少なくなる正

月前後の調査13）では，自動車排出PM寄与率は32．2

～48，5タ‘，平均38％と報告されている。これらの知見

から，全国環境局の平均値34．6〟g／ポに占める自動車

排出PMの寄与分を20～50％と設定すると，S PM濃

度では6．9～17．3〟g／ポとなった。

ところで，自動車排出PMのみの規制強化で環境基

準を達成しようとする場合，自動車走行中に主として

自動車から排出される微小筆立子と，主として自動車走

行に伴って巻き上げられる粗大粒子を区別する必要が

ある。そこで表2に国道17号（沌巣市内）と国道4号

（草加市内）の沿道とその後背地においてS PMを拉

蓑2　沿道とその後背地における粗大，微小粒子

別濃度，濃度差及び自動車走行による粗大

粒子の巻き上け率

粒子濃度平均値 （〃g／ポ）

粗　 大　　 微　 小　　 合　 計

草加市 沿　　　 道 26．68　　　 57．48　　　 84．16

（国 4 号） 後　 背　 地 22．67　　　 46．33　　　 69．00

濃　 度　 差 4．0 1　　 11．15　　 15．16

巻上率平均 2 6．5％

同 ma x，m in （30．9～2 5．4％）

鴻巣市 沿　　　 道 27．4 1　　 56，95　　　 84．36

（国 17号） 後　 背　 地 17．58　　　 36．99　　　 54．57

濃　 度　 差 9．83　　 19．96　　　 29．79

巻上率平均 33．0％

同 ma x，mln （36．3～26．8％

巻上率：沿道のSPM濃度から後背地の同濃度を差し
引いた濃度を当該道路の自動車寄与分とし、
そのうちの粗大粒子の割合を走行に伴う巻上
げ率とした。

max，minは各4回行った調査の巻上率の最高、最低を
を示した。



径2〟m以上の粗大粒子と2／上m未満の微′ト粒子とに

分級採取した結果を示した。沿道と後背地のS PM

（合計）濃度差を対象道路の直接の自動車走行寄与分と

し，粗大粒子の濃度差を走行に伴う巻き上げ分と考え

ると，沿道での自動車走行寄与に占める巻き上げの寄

与は最低25．4％から最高36．3％，平均約30％であった。

したがって，全国常時監視結果による自動車走行寄

与分である12．6〃g／ポのうち，自動車排出PM寄与分

は，約30％の巻さ上げ分を除くと8．8〃g／ぷとなり，

環境局の自動車排出PM寄与分6．9～17．3（Jg／誠に

加えるとほ．7～26．1〟g／ぱとなって，自排局平均濃度

である47．2〃g／ぷの33～55％に相当することが推察さ

れた。これまで，沿道での自動車排出PMの寄与率に

ついては新井10）が横浜市内の平日で56．3％，休日で

33．4％，鎌滝らが12）都内沿道の平均で60．7％と報告

しているが，本調査結果はこれらの結果とも概ね類似

しており，自排局の設置されているような比較的交通

量の多い沿道での自動車排出PMの寄与率は平均的に

ほ33～55％，大きいところでは60％を超える地点があ

るものと考えられる。

3・4　SPM環境基準達成に必要な自動車排出

PMの削減

S PMの環境基準値達成のために必要な自動車排出

PMの削減率を，自動車排出PMの沿道大気中寄与率

の知見を基に推定した。

平成8年度の全国自排局のうち，S PMの有効測定

局数227局全て（100％）の環境基準を達成しよぅとす

る時のS PM濃度平均値の最高値は81LLg／rrf（表3）

であり，自動車排出PMの寄与濃度は寄与率を3・3

項から55％と仮定すると44．6〝g／ばと推定される。

達成すべき回帰式上の年平均値は3・2項より46，7

〝g／ポであるから，その他の発生源の寄与分である

36．4〟g／誠に自動車排ガス寄与分を加えて46．7／Jg／ぉ

となればよく，その差10．3〃g／ポにまで自動車排ガス

寄与分を削減すればよい。即ち44．6〃g／ポを10．3〟g／お

に，つまり77％削減すれば環境基準を達成できるもの

と推定された。

同様に2％除外値で100％の自排局環境基準を達

成する時の，平成8年度の最高SPM濃度は172〟g／お

であり，そのうち自動車排ガス寄与率を55％とすると，

その寄与濃度は94．6〟g／ガ，そのイ也の寄与濃度が77．4

〟g／dである。したがって環境基準100／Jg／ポを達

成するためには，その他の寄与濃度との差22．6〃g／お

にまで自動車排ガス寄与濃度を削減しなければならな

い。これは76％の削減に相当し，年平均値を用いた推

定と殆ど一致した。

即ち，全白排局の環境基準達成を目標とした場合，

自動車排ガス寄与率を55％とすると自動車排出PMの

削減必要量は，年平均値でも2％除外値でも概ね76～

77％程度と考えられる。都内での平均値として報告さ

れている自動車排出粒子寄与率約60％12）を想定した

場合は，その削減率は当然小さくなり，年平均値でも

2％除外値でも概ね70％程度であった。

さらに，同様に計算すると全国自排局数の84％達成

を目標とした場合，項在の目標となるS PM濃度の年

平均値は60〟g／dに相当し，その中の自動車排ガス寄

与率を33～55％とすると，必要削減量は年平均値で40

％～67％，2％除外値では同様に44～74％と推定され

た。その他，達成目標濃度とそれに応じた自動車排出

PMの削減量推定結果を併せて衰3に示した。

いずれの想定にしても，日本の自排局のS PM環境

基準を達成するためには，自動車排ガス中PMの75％

程度を削減すれば，概ね可能であることが推察された。

表3　　全国白排局のSPM環境基準達成に必要な自動車排出PMの推定削減率

想定 した 左欄達成率に相当する

ク リアすべ き平 成 8

年度 の S P M 濃 度 ＊

目標となる

S P M 濃度

自動 車 排 出 P M の 寄 与 率 に

環境基準

達 成 率

応 じた 自動車排 出 P M 削減率

33％寄与 45％寄与 55％寄与

100％
年 平 均 値 8Ⅰ〟g／お

2 ％除外値 172 〟g／ポ

46．7 ／上g／ぜ 不可能 94％ 77％

100 〟g／d 不可能 93％ 76％

94 ％
年 平 均 値　 68 ／Jg／d 46，7 〟g／ポ 95％ 70 ％ 57％

2 ％除外値 142 〟g／d 100 ／∠g／d 90％ 66 ％ 54％

84％
年 平 均 値　 60 〃g／d 46．7 ／上g／ポ 67 ％ 49 ％ 40％

2 ％除外値 132 〟g／ポ 100 〝g／d 74 ％ 54 ％ 44％

＊クリアすべきSPM濃度は平成8年度全国自動車排ガス測定局測定結果報告の有効
測定局227局を高濃度順に並べ、環境基準の想定達成率となる順番の測定局の濃度

－5－



4　終わ　り　に

S PMの環境基準達成に必要な自動車排ガス中PM

の必要削減量は，常時監視結果等を解析した結果，概

ね75％程度，最大でも95％程度であることが推定され

た。しかし，その前提にはいくつかの仮定があり，し

かも，あくまで高濃度地点の自動車排ガスの寄与率が

45％を超えていることが前提である。仮に，周辺都市

等で自動車排ガスの寄与率が33％と低く，年平均値が

80〃g／ポを超過するような高濃度地点があるとすれば，

今回推定した削減率95％では計算上は達成が不可能で

ある。しかし一般的には，大規模幹線道路の自動車排

出PMの寄与率は高濃度地点はど大きいと考えられる

ことから，概ね75％の自動車排出PMの削戚は妥当な

レベルと考えられよう。

いずれにしても，すでにS PMの主要成分であるデ

ィーゼル排気微粒子が呼吸器系疾患の原因となり，か

つ発ガン性を持つことは明らかになっており，現排出

量の75％の削減を目標に，早急に排ガス規制を強化し

ていくことが必要であろう。

含酸素化合物を混入した軽油でPMが20～30％低減

するという報告14）や大型ディーゼル車にDPFを装

着するとPMが86％低減したという報告15）等もあり，

自動車排出PMの大幅削減は技術的には可能な段階に

きているものとみられる。また，自動車排出PMの規

制を実施して現環境基準が達成できない地点がいくつ

か残ったとしても，75％程度の削減ができれば，最も

有害なディーゼル排気微粒子等微小粒子の大気中濃度

は大幅に低減でき，健康影響は確実に低下するものと

考えられる。
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